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研究成果の概要（和文）：企業の外部環境が循環性を示さなくとも、企業固有の理由で生産水準を循環的に変動
させることが合理性であることがある。特に生産の循環的変動を同期することは事業所間の取引決定において重
要であり、企業間取引ネットワーク形成の１要因となる。有機化学工業において、生産活動は実際に平準化され
ておらず循環的性格を持つこと、それら変動は出荷の変動という外生的な要因が反映されたものではなく、自律
的に生じたものであることを実際に確認できる。

研究成果の概要（英文）：Firms may intentionally vibrate their production levels cyclically although 
there are no cyclical fluctuations in their environments. Synchronizing phases in production cycles 
between enterprises is especially important to determine which company to trade, so that it is a 
factor in forming inter-company trading networks. In Japan's organic chemical industries, a discrete
 Fourier transformation analysis on time-series data in productions and shipments shows that they 
exhibit cyclical fluctuations and some of fluctuations are independent from those in shipments, 
which imply their autonomous characteristics of the fluctuations.

研究分野： 経済政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
  Metzler（1941）に始まる在庫循環モデ
ルにおいては、代表的企業の生産量等意思決
定が、市場全体で集計された需要等のマクロ
の指標に依存する形で定式化され、定差方程
式や微分方程式の解の動きが解析されてき
た。適切なマクロの指標がある場合には、
個々の企業もマクロ指標を部分的に意思決
定の参考にすることはあるかもしれない。 
しかし、こうしたモデルにおいては、企業

を過去から継続している特定の取引相手と
の相対取引の推移を観察し、それらの実績を
下に次期の生産計画等の意思決定を行うと
考える主体としてとらえることはない。個別
相対取引を行う主体として企業をとらえる
ということは、相対取引のネットワークの一
つのノードとして企業をとらえるというこ
とでもある。通常、密接な取引関係にある企
業において様々な理由によって、生産水準の
変動が生じている場合、それら変動を考慮し
て自らの生産水準をコントロールすること
が自然であると思われる。取引を行う双方の
企業は、その取引が重要であればあるほど、
互いの生産活動水準の変動に応じて、在庫費
用を含めた総生産費用を最小化すべく、調整
が行われると思われる。しかし、従来の在庫
循環モデル等においては、取引相手である企
業の生産性変動を独立なものとしてとらえ、
マクロ指標以外に互いに何らかの同期を持
つ可能性を考慮してこなかった。 
需要の予期せぬ拡大縮小や、生産調整の必

要等、何らかの取引の擾乱が生じると、企業
は個々に独立した調整を行おうとする。この
個別の調整の結果として、擾乱が取引ネット
ワーク上を伝播する。これまで、カスケード
と呼ばれる波及過程が生じると考えられる
こともある(Acemoglu et al.(2012))が、一般
にはこれらの擾乱は時間の経過と共に減衰
すると考えられてきた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、個別市場における生産活動等の

変動において、企業の意図した循環的変動が
存在し得ることを、モデル分析によって理論
的に説明し、さらに、それら固有振動と考え
られる成分を、特定市場において観測された
データから、実際に抽出を試みることを目的
としている。具体的には、A.生産水準の循環
的変動が存在することを説明する理論モデ
ルの構築、B.循環的変動の特性の、特に企業
間関係のネットワークとしての特性との関
係における分析、C.特定の産業における生産
時系列データを用いた循環的成分の抽出を
試みるものである。 
 
３．研究の方法 
目的Aについては、大規模事業所において、

出荷する製品の取引先の数がすこぶる多く、 
そのため出荷量が連続的とみなされる場合
にも、在庫水準が循環的変動を示す可能性が

あることを示すことによって実現する。従来
の在庫管理モデルにおいては、出荷量が連続
的である場合、生産量をあえて循環的に変動
させる合理性を説明できない。こうした場合
には、逆に生産をいかに平準化させるかが多
くの文献の課題となってきた。説明される個
別企業の生産活動の循環的性質は自律的に
定まるものであり、 企業ないしは事業所の
固有な性質に依存して発生するものである。
すなわちこの循環性は、 外部環境に存在す
る循環性を反映して発生する循環性ではな
く、外部環境が循環性を示さなくとも企業固
有の理由で発生する循環性である。個々の事
業所において在庫水準が自律的に循環的変
動を示す可能性があることが示されると、在
庫循環を多くの事業所における個別の循環
的変動の同期化ととらえることができ、経済
循環にこれまでとは異なる視点を与える可
能性がある。 
目的 Bについては、当初、企業が築いてい

る、取引関係における複雑なネットワークを
主たる対象として、ネットワークが特定の形
態を持つとき、擾乱が複数の伝達経路におい
て伝達され、それら伝達経路上で、擾乱どう
しが互いに干渉することによって発生する
固有の循環的変動要素を実証的に確認する
ことによって実現しようと考えていた。しか
し、個別事業所の詳細なデータのアベイラビ
リティ、および予算制約による入手可能な企
業相関データの規模により目的を修正し、集
計された生産水準データにおける循環的変
動の分析が、目的 Aで明らかにされた循環的
変動を同定するのに十分であることを説明
する根拠を確認することとした。具体的には、
対象とする産業内において、直接取引関係に
ある企業、同一仕入れ先を持つ企業を一つの
グループと見なし、これらの企業の集合が取
引先と築いている販売ネットワークの特性
を分析し、集計される生産活動データの分析
によって個々の企業に予想される循環的変
動の分析がどの程度有効であるかを確認す
ることを目的としている。 
目的 Cについては、目的 Aで対象とした個

別企業の生産水準における自立的な循環的
変動を、公表されている『経済産業省生産動
態統計調査』を用いて確認することによって
実現する。具体的には、生産動態統計化学工
業編の月次データを用いて、生産水準月次デ
ータおよび出荷水準月次データを対象に離
散的フーリエ解析を行い、パワースペクトル
成分を比較することによって、企業にとって
外生的ともなる出荷水準の循環的性質に依
存しない、生産水準に固有のパワースペクト
ル成分が存在することを確認する。 
 
４．研究成果 
(1) 従来の在庫循環理論において、主たる
変動の要因として考えられている意図せざ
る在庫、すなわち、事業所にとって外的なシ
ョックが与えられたとき、一般に事業所はそ



の外的ショックを吸収する形で対応するも
のと想定されているので、それだけでは循環
的変動をもたらすメカニズムを説明するも
のとはならない。そのため、外的な要因では
なく、企業の生産活動および在庫蓄積の意思
決定のうちに、 循環的変動をもたらす要因
が存在することを説明するモデルを作成す
る。循環的変動の主たる要因として考察する
のは、生産費用構造の凹性である。生産活動
において固定費部分が存在するなどの要因
があると、事業所の総費用関数に凹性が表れ
る。この生産構造の凹性が循環的変動をもた
らすことを説明するモデルを作成する。 
このモデルは、単一の製品を製造・出荷し

ている事業所を考えている。この事業所のあ
る期日における操業について、生産活動水準
に凹性をもって依存した費用が発生すると
仮定する。さらに、この事業所からは単位時
間あたり一定の出荷が連続的に行われる。事
業所は出荷のために製品在庫を維持する。こ
の在庫水準は出荷水準を安定的に実現する
必要最小水準の在庫水準であるものとする。
１単位あたり時間あたり一定の在庫費用お
よび、生産活動の変更には変更速度の２乗に
比例する調整費用がかかると仮定する。 
 このような仮定の下に作成したモデルに
ついて、費用最小化問題を特定する。ここで
は、生産水準ないしは在庫水準に循環的変動
を与えることの合理性を説明することを目
的とするので、代表的な循環の形である 正
弦波およびで示される関数形に限定して、こ
の問題の解の性質を解析する。正弦波の周波
数をｎとおくと、最適な周波数ｎの値は、単
位調整費用の単位在庫費用に対する比の値
の３分の１乗に比例することが分かる。すな
わち、調整費用が大きいほど、在庫費用が小
さいほど最適な周波数は大きくなる。適当な
パラメータの値をこのモデルに設定するこ
とによって、周波数０、すなわち、生産水準
に循環的変動を設定せず、一定の平準化され
た値に生産水準を保つより低い費用を実現
できる領域が存在することを示すことがで
きる。より詳細に変動の内容を観察すると、
１つの生産周期の前半は在庫を積み増し、後
半は在庫を用いて生産量を節約することに
よって、生産を時期的に集中化し生産費用の
節約を実現することが分かる。その一方で、
平均的な在庫量は増大しているので、 在庫
費用は循環的変動によって嵩んでいる。さら
に、生産を変動させることによる調整費用も
循環的変動をもたらすための費用となる。費
用関数の凹性による生産費用節約の効果が、
これら在庫費用と調整費用との和よりも大
きいと、総費用節約が実現できる。正弦波の
振動数を調整し、生産水準ないしは在庫水準
の循環的変動の周期を調整することによっ
て平均的な在庫量を調整することができる。
定常的な生産と在庫量の維持を目指してい
るとき、需要構造に発生した何らかの外的シ
ョックによって意図せざる在庫が発生した

場合には、その効果を平準化して解消するた
めに細かな調整が必要である。一方、循環的
変動として日常的に在庫量を変動させてい
るときには、在庫の上限と下限とを設定して
その範囲内に在庫量があるように調整する
ことはより容易であろうから、以上の方法の
実現は十分に可能であると考えられる。 
 循環的変動を実現する方法は、正弦波に限
られない。上述の方法において、正弦波を三
角波に変更して同様の分析を行った。この場
合には、最適な周波数 nは調整費用の在庫費
用に対する比の平方根に比例する。正弦波を
用いる方法に比べてパラメータの値により
三角波がより低いコストを実現できる領域
が存在することが示される。振動数が少ない
ときには正弦波を用いた方が総費用を節約
する上で優れているが、振動数が多いときに
は、三角波を用いた方が総費用節約に優れて
いる。 
 以上の過程では、需要は時間あたり一定の
値をとり、平準化されていると仮定している。
生産費用構造に凹性がある場合には、生産水
準および在庫水準を循環的に変動させる合
理性がある。したがって、取引先の経済活動
も同様に循環的変動を示す可能性があるこ
とを考えねばならない。その場合にも、やは
り生産活動を循環的に変動させる合理性が
あることを示すことができる。この命題はシ
ミュレーションによって分析される。 
 生産活動と出荷の周期が異なると、在庫水
準の変動が重なる結果、一時的に安定的出荷
に必要な最低限の在庫量を下回る可能性が
生じる。出荷量が一定の場合には、生産量が
正弦関数で変動をしても、必ず生産量の増大
に生産量の減少が続くため、初期に最小水準
を満たしていれば期間を通して最小水準を
下回ることはない。しかし、出荷量が独立し
た循環を示し生産量の循環と同期しない場
合、一時的に大きく在庫量が減少することが
ある。その場合にも最小限の在庫量を確保す
るためには、全体の在庫水準を底上げしなけ
ればならない。シミュレーションの結果、出
荷に循環的変動がある場合には、生産の循環
的変動の振動数が異なると、より大きく総費
用の差になって表れることが示された。生産
が出荷の循環的変動にうまく同期すれば費
用を節減できるが、 同期に失敗すると総費
用が必要在庫の積み増し分だけ増大してし
まう。このことから次の仮説を立てることが
できる。すなわち、もし効率的生産を目指す
ために循環周期の同期が取引相手の選択の
条件となるとすると、系列化と類似する取引
ネットワークの形成が観測されるであろう。
さらに、取引先と循環的変動を同期すること
が可能であれば、高い効率性を発揮できるの
で、取引相手と同期が可能であるかどうかが
取引相手選択の動機となる可能性がある。な
いしは、同期に成功した場合、高い効率性を
実現でき競争力を高めることができる。そう
した取引関係が生き残るとすれば、各企業の



生産が同期した企業クラスターが観測でき
るだろう。 
  
(2) (1)の循環的生産計画モデルから、A.生
産費用関数に凹性があり、かつ生産水準の変
更に調整費用がかかる場合、生産水準をあえ
て循環的に変動させることにより総コスト
を節約できる場合がある。B.事業所がそのよ
うな生産構造を持つ場合、取引相手の事業所
がやはり循環的生産を持つために要求され
る出荷周期が異なると在庫水準が著しく大
きな変動を示す場合がある。 このとき取引
相手どうしで生産活動の循環を同期するイ
ンセンティブがある。たとえ、フィナンシャ
ル等の系列に属さなくとも、こうした理由で
あたかもグループ内の企業どうしの取引関
係が系列であるように固定的になる可能性
がある、ということが分かった。ここでは前
記「研究の方法」で説明した理由により、産
業に集計された月次生産・出荷データで確認
する方法を採用した。仮説 A.B.のそれぞれを
日本標準産業分類 中分類１６：化学工業、
小分類１６３有機化学工業製品製造業、細分
類 1631 石油化学系基礎製品製造業（一貫し
て生産される誘導品を含む）、および同 1632
脂肪族系中間物製造業（脂肪族系溶剤を含
む）において確認した。これらの産業を選択
した理由は、 産業内取引の割合が高いから
である。 
産業内取引が多い場合には、もし上述の仮

説が成り立てば、たとえ個別事業所 におけ
る頻度の高い時系列生産データが得られな
くとも、高い割合の企業がその生産活動を同
期するため、産業別に集計された時系列デー
タにおいても、生産時系列データの循環的性
格を観測することができる可能性が高い。こ
の有機化学工業製品製造業においては『経済
産業省生産動態統計化学工業統計』として、
生産量・出荷量・在庫量の月次データが公表
されている。そのため、（株）東京商工リサ
ーチによる、取引相関データによってこの有
効性を確認する。東京商工リサーチは各企業
の仕入先、 販売先のデータを収集している。
このうち、産業分類 1631 および 1632 に関わ
るデータを取得した。 
産業コード 1631 について確認すると、各

企業について、売上構成比の高い順に日本産
業分類に準拠した産業コードが３業種つけ
られている。これらの中に 1631 を含む企業
を抽出し、産業1631に属する企業とみなす。
これを企業の集合 Aと呼ぶ。次に、集合 Aに
属する企業と取引実績を持つ企業のコード
を得る。取引先企業も同じ集合 Aに属する場
合、その企業を同一グループの企業であると
みなす。さらに同じ仕入先企業を持つ企業も
同一グループの企業であるとみなす。以上の
過程により集合Aに属する全企業をグループ
分けする。取引先企業が集合 Aに属する複数
の企業と取引があった場合、それをグループ
にまたがる取引と呼ぶ。こうして得たグルー

プをまたがる取引は、産業 1631 において、
集合 A に属する企業の販売取引 427 のうち、
20 を占めるにすぎない。集合 Aに属する企業
の総数は 89 である。これらの企業は 32 グル
ープに類別される。最大の企業グループは 45
社から構成される。この最大のグループに属
する企業の販売取引は全427取引のうち、324
を占める。次に大きいグループは、２社から
なるにすぎない。また、販売取引数における
シェアで見た次に大きなグループによる 取
引数は 13 である。以上のことから、取引に
おいて１つのクラスターと呼ぶことのでき
る企業グループ内の取引が、この産業におけ
る取引の大部分を占めることがわかる。これ
らの企業がもし循環的な生産計画を持つ場
合、生産計画を同期するインセンティブを持
つ。同様の分析を産業 1632 について行い、
同じ性質を確認する。すなわち産業 1632 に
おいても、 一つのグループを構成する企業
が取引の大半を占めていることがわかる。以
上のように、多くの事業所を１つのグループ
に属していると見なすことができる。したが
って、前述の仮説が正しいとした場合、これ
らの企業の生産は同期化されるので、生産動
態統計のように集計されたデータにおいて
も個々の事業所における生産活動の循環的
変動を観測できる可能性があることが確認
される。 
次に、産業 1631 および 1632 について、代

表的品目である、エチレン、ベンゼン、トル
エン、キシレン、低密度ポリエチレン、高密
度ポリエチレン、ポリプロピレン、MMA モノ
マーの８品目について、その生産、出荷、在
庫の月次時系列データに対して離散フーリ
エ解析を行い、そのパワースペクトル成分を
比較した。以下では、その一部結果の概略を
示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
高密度ポリエチレン（生産） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
高密度ポリエチレン（出荷） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
高密度ポリエチレン（在庫） 
産業 1632 の高密度ポリエチレンについて

月次データとして1997年 1月から2016年 12
月まで計２40 ヶ月の生産データを対象とし
た。この離散データについて離散フーリエ解
析を行うと、スペクトルのピークと見なせる
周期は１年、8ヶ月、6ヶ月、5ヶ月、4ヶ月、
10 週間である。同出荷データを、同じ 240 ヶ
月について離散フーリエ解析した結果によ
ると、6 ヶ月、４ヶ月、３ヶ月に顕著なピー
クを認める。他に２ヶ月には弱いピークを認
める。しかし、生産で認められる、１年、5
ヶ月、10 週間には特にピークを認められない。
また、出荷の 2ヶ月周期のピークは生産デー
タでは認められない。同時期の在庫データに
ついて離散フーリエ解析した結果は、1年、6
ヶ月、4 ヶ月、3 ヶ月にピークを認める。在
庫データについては、生産データと 出荷デ
ータにおけるパワースペクトルの両方の傾
向を認められる。 
産業 1632 の MMA モノマーについて月次デ

ータとして 2003 年 1 月から 2016 年 12 月ま
で計 168 ヶ月の時系列データを対象とする。
生産データについてのパワースペクトルは
特に４ヶ月において強いピークを認める。他
に６ヶ月、３ヶ月に弱いピークが認められる。
同出荷データによると、生産において特徴的
だった４ヶ月の強いピークは認められない。
在庫のパワースペクトルは 6ヶ月、４ヶ月に
ピークを認める。 
これらの分析により、 
 

① 一般に出荷と生産のパワースペクトル
の特性は同一品目においても異なっている。
すなわち、 出荷に見られるピークが、生産
においても確認できるわけではないし、生産
に見られるピークが、出荷においても確認で
きるわけではない。 
② 生産においては特に４ヶ月周期の循環
が認められるケースが多い。加えて 12 ヶ月
周期、3ヶ月周期、10 週間周期が比較的認め
られることが多い。他に 8 ヶ月周期、5 ヶ月
周期等を観測することがある。 
③ 出荷においては 6ヶ月、４ヶ月、３ヶ月
の各周期が認められる傾向にある。しかし、
生産で認められるような 5ヶ月周期、10週間
周期が出荷データで認められることはない。 
 

という傾向を確認できる。以上の分析により、
第１に、生産活動は必ずしも平準化されてお

らず、循環的性格を持っていることを確認で
きる。第２に、それら生産に見られる循環的
性格の一部は、周期が出荷におけるものと明
らかに異なっていることを確認できる。すな
わち、生産における周期的循環は、必ずしも
出荷における、事業所にとっては調整を必要
とする取引先の外生的な循環的性格が反映
されたものだけではないことが分かる。これ
は、生産の循環的性格が自律的であるという
仮説に反する結果ではない。すなわち、（１）
の成果で示唆された仮説を肯定的に確認す
ることができる。 
従来、外生的要因から発生する変動を平準

化することが生産管理の主な目的であると
されてきたが、以上の研究成果はこの見解を
再考することが必要であることを示してい
る。今後、細かな事業所別生産水準の高頻度
の生産・出荷データを得てこれらの性質を確
認する必要が生じるだろう。さらに、今回の
研究の範囲外になった、各企業の循環的変動
の干渉という問題がマクロレベルで生じる
可能性があることが示唆されるが、景気変動
を議論する上で重要な論点となる可能性が
有り検証がまたれる。 
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